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千 葉 県 

他  県 

国 

自 衛 隊 

警察庁及び他県警 

市町村（消防） 

災害派遣要請 他 

七都県市災害時相互応援協定 

１都９県震災時相互応援協定 

全国都道府県災害時広域応援協定 他 

県公安委員会による 

援助要求 

地域防災計画による対応 

千葉県広域消防相互応援協定 他 

住 
 

民 

自衛隊の出動 

広域緊急援助隊の出動 

各種支援 

・緊急消防援助隊の出動 

・ヘリコプターの出動 他 

指定（地方）公共機関 

各種支援要請 各種支援要請 

・消防援助要請 

・航空消防応援要請 他 

各種支援 

各種支援要請 



平成１５年９月１日現在

災対法第11条 災対法第2条(国による指定)
中 央 防 災 会 議 指 定 行 政 機 関 関東管区警察局

（府・省・委員会・庁等） 関東総合通信局
関東財務局（千葉財務事務所）
関東信越厚生局
千葉労働局
関東農政局
関東森林管理局（東京分局）
関東経済産業局
関東東北鉱山保安監督部（関東支部）
関東地方整備局
関東運輸局
東京航空局（新東京国際空港）
関東管区気象台（銚子気象台）
第三管区海上保安本部（千葉海上保安部）

災対法第14条
自 衛 隊 日本銀行 京葉瓦斯株式会社（Ｓ３８．２．１５）

水防法第3条の6 日本赤十字社（千葉県支部）※ 京成電鉄株式会社（Ｓ３８．２．１５）※
日本放送協会（千葉放送局）※ 手賀沼土地改良区（Ｓ３８．２．１５）※
日本道路公団（東京管理局東局）※ 印旛利根川水防事務組合（Ｓ３８．２．１５）※
首都高速道路公団 両総土地改良区（Ｓ３８．２．１５）
水資源開発公団 印旛沼土地改良区（Ｓ３８．２．１５）
新東京国際空港公団※ 長沼水害予防組合（Ｓ３８．２．１５）
東日本旅客鉄道株式会社（千葉支社）※ 新京成電鉄株式会社（Ｓ５３．３．２４）
東日本電信電話株式会社（千葉支店）※ 東武鉄道株式会社（Ｓ５３．３．２４）
東京瓦斯株式会社（千葉支店）※ 小湊鉄道株式会社（Ｓ５３．３．２４）
日本通運株式会社（千葉支店）※ 帝都高速度交通営団（Ｓ５３．３．２４）
東京電力株式会社（千葉支店）※ 京葉臨海鉄道株式会社（Ｓ５３．３．２４）
株式会社ｹｲﾃﾞｨｰﾃﾞｨｰｱｲ 日本航空株式会社成田総務部（Ｓ５３．３．２４）※
株式会社ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ 社団法人千葉県医師会（Ｓ５３．８．２５）※
ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社 社団法人千葉県歯科医師会（Ｓ５３．８．２５）※
日本郵政公社（千葉中央郵便局） 社団法人千葉県薬剤師会（Ｓ５３．８．２５）※

千葉テレビ放送株式会社（Ｓ５７．４．１）
株式会社ニッポン放送（Ｓ５７．４．１）
北総開発鉄道株式会社（Ｓ５７．４．１）
総武流山電鉄株式会社（Ｓ５７．４．１）
銚子電気鉄道株式会社（Ｓ５７．４．１）
大多喜ガス株式会社（Ｓ５７．４．１）
千葉ガス株式会社（Ｓ５７．４．１）
房州瓦斯株式会社（Ｓ５７．４．１）
京和ガス株式会社（Ｓ５７．４．１）
銚子瓦斯株式会社（Ｓ５７．４．１）
野田ガス株式会社（Ｓ５７．４．１）
角栄ガス株式会社（Ｓ５７．４．１）
東日本ガス株式会社（Ｓ５７．４．１）

災害対策本部支部 現 地 指 導 班 総武ガス株式会社（Ｈ３．４．１）
社団法人千葉県トラック協会（Ｓ５７．４．１）

現地災害対策本部 社団法人千葉県バス協会（Ｓ５７．４．１）
いすみ鉄道株式会社（Ｓ６３．７．５）
千葉都市モノレール株式会社（Ｓ６３．７．５）
全日本空輸株式会社成田空港支店（Ｓ６３．７．５）
千葉県道路公社（Ｓ６３．７．５）

災対法第16条 株式会社エフエムサウンド千葉（Ｈ２．５．８）
市町村防災会議 水 防 管 理 団 体 東葉高速鉄道株式会社（Ｈ８．９．１３）

社団法人千葉県エルピーガス協会（Ｈ９．１２．１６）

※印は、千葉県防災会議のメンバー
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総務部消防地震防災課

施策体系Ⅰ．

「ちば２００３年アクションプラン」施策１１ 県民生活の安全確保と危機管理体制の充実（防災関係）

（ ）防災分野（総務部ほか） 防犯分野（県警察本部） 危機管理体制 総合企画部 H15年度総務部→

戦略的・重点的な防災体制の整備 協働と連携による防災体制の整備Ⅰ Ⅱ
自主防災組織の活性化（消防地震防災課）◯ ◯災害対策の総点検（消防地震防災課）
災害対策コーディネーターの養成（消防地震防災課）◯「（仮称）防災情報ターミナルちば」の整備（消防地震防災課） ◯

◯ 自然災害に関する危険箇所の公表（河川海岸課ほか）
◯ 建築物・宅地の地震対策の推進（宅地課・建築指導課）

「災害対策の総点検」についてⅡ．

災 害 対 策 の 課 題 施 策 の 方 向 性 当 面 の 主 な 施 策

１．行政主導による災害対策 1. 防災協働社会（コラボレーション）の実現
〉① 防災計画等策定段階における県民の不参画 ① 地域住民、事業所、ＮＰＯ等と行政とが連携した災害対策、防災 平成１５年度〈千葉県防災懇談会による検討

住民・事業所・ＮＰＯ等と行政との連携が不十分 防災関係機関だけでなく、 を② 計画の修正・立案の推進 ◯ 千葉県防災懇談会
設置し、県民・事業者・ＮＰＯ・ボランティア等と２．経済・社会情勢の変化 ② 地域コミュニティを根とした防災体制の確立と災害弱者対策の

協働した災害対策の検討・提言① 経済成長の鈍化 充実
② 地域コミュニティの衰退 ③ ボランティアとの連携による活動支援 ◯ 上記、提言に対するパブリックコメントの実施

④ ＩＴを駆使した防災情報の住民との共有化 全庁における災害対策の総点検（地域防災計画見直③ 急速な少子・高齢化 ◯
し骨子案の作成）④ ＩＴをはじめとする技術革新 ２．限られた予算の中での効率的な災害対策の推進

① ハザードマップの作成の推進や避難対策等ソフト面の充実３．大規模地震の切迫
① 南関東地域直下型地震 ② 自助・共助・公助という災害対策の基本原則の浸透

３. 大規模地震に備えた広域的な防災体制の充実② 東海地震

平成１６年度〈地域防災計画の大幅修正〉① 広域応援体制の充実
② 情報連絡体制の整備 平成１５年度の検討結果等に基づく、現行防災計画◯
③ 帰宅困難者対策 修正案の作成及びパブリックコメントの実施

◯ 防災会議での修正案の審議 等
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